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月 14 日，『りんご日報ウェブサイト版』2012 年 11 月 12 日），中国への批判的な報道をめぐっ


















（1） 1990 年代：新聞の能動的政治アクター化 
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 1990 年代の新聞業界を主導したのは，聯合報, 中国時報, 自由時報の三紙であった。このうち
聯合報, 中国時報は，報道統制体制下で国民党政府との間にパトロン・クライアント関係（林[2008]）
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自由時報 りんご日報 聯合報 中国時報 百世帯当た
り部数
2000 59.0 23.2 - 17.9 17.6 46.9
2001 55.0 21.6 - 15.2 15.5 41.4
2002 50.8 19.1 - 13.7 15.2 40.4
2003 50.2 19.4 - 12.1 13.9 37.9
2004 49.0 17.6 11.9 12.6 11.3 -
2005 50.0 16.5 16.5 11.9 10.6 -
2006 45.8 15.6 14.9 10.5 8.8 -
2007 45.1 16.0 15.7 9.8 8.3 -
2008 43.9 16.0 16.3 8.5 7.1 -
2009 42.2 16.1 17.0 7.8 5.1 -
2010 43.0 16.9 18.1 7.4 5.8 -
2011 40.6 16.4 17.3 6.6 5.0 -
出所）『中華民国広告年鑑 2011～12』より作成。原データはNielsen Media Research.
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 第 2 に，新聞の経営基盤の弱体化が，記者たちの労働条件の悪化を引き起こし，記者たちの士
気とプロフェッショナリズムの低下を招いた。劉[2008]は，1994 年と 2004 年のアンケート調査結
果をもとに，メディア業界で働く人々の仕事への満足度の変化を論じている。その結果をみると，
この 10 年の間に「メディアでの仕事に満足している」人の比率は 7 割から 1 割に，「仕事を自主
的に行うことができている」人の比率は 9 割から 4 割に低下している。また 2004 年に「今後 5 年
間もメディア業界で働く」と答えた人の比率は 44％だった（劉[2008]，pp.246-247）。 
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 待遇面でも記者たちを取り巻く状況は悪化している。表 2 には，新聞記者・撮影記者の人数と
平均月給を掲げた。いずれの職種でも人数の減少と月収の減少が起きているが，特にニュース記





























人数 月給 人数 月給
2002 NA 50,772 NA 49,335
2004 2,990 44,275 1,050 42,979
2006 2,251 48,673 861 48,879
2008 2,019 42,358 859 46,247











業の売買取引が合意された。しかし 3 月 28 日，旺中グループは声明を発表し，この買収案を断念
する旨を表明した。 


























命  現因家庭因素請辭」 2012 年 12 月 14 日
（ http://www.libertytimes.com.tw/2012/new/dec/14/today-p1.htm） 
『りんご日報』ウェブサイト版「『北京暗示處理<大話>』鐘年晃指 『捨鄭弘儀 進中國』 三立
全盤否認」2012 年 11 月 12 日
（http://www.appledaily.com.tw/appledaily/article/headline/20121112/34636488/） 
『公民新聞』ウェブサイト「【內幕】新新聞總編輯傳 “中國因素”去職」）
（http://www.peopo.org/news/108387）2013 年 2 月 4 日 
